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役職・所属・資格等

一般財団法人大阪府地域福祉推進財団監事（２０１７年～）
社会福祉法人大阪府障害者福祉事業団評議員選任解任委員（２０１７年～）
国土交通省近畿地方整備局総合評価委員（２０２０年～）
株式会社湊町開発センター社外監査役（２０２０年～）
公益財団法人建設業適正取引推進機構・建設業取引適正化センター相談員（２０２５年～）
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1994年  大阪府立茨木高等学校卒業

2002年  京都大学法学部卒業

2004年  司法試験合格

2006年  司法修習修了（５９期）、弁護士法人田端綜合法律事務所入所

2011年  公設法律事務所「オロロンひまわり基金法律事務所」（北海道留萌市）の初代所長就任

2014年  上記所長の任期が満了、上原合同法律事務所入所

2025年  色川法律事務所入所

堀田　健 カウンセル

KEN　HOTTA

弁護士登録以来、一般民事事件及び企業法務を中心とする多種多様な案件において、相談対応や代理人としての交渉・訴訟を
担当してきました。案件ごとの背景を踏まえ、バランスの良い適切な解決に導くためには、日頃から、一つ一つの業務におい
て、関係者の声に耳を傾けながら、納得していただけるよう、地道に誠実に取り組む姿勢が重要であると考えています。これ
からも、専門分野を磨きつつ、新しい分野にも挑戦できるように、日々研鑽していく所存です。
趣味はテニスで、現在も市民大会などの試合に出場しています。冬にはスキーもします。弁護士として長く活動するために、
これからも健康と、動ける身体を維持したいと考えています。

所属

大阪事務所

経歴



主な案件実績
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企業・法人におけるコンプライアンス・組織運営及び内部規程の整備、株主総会対応、商取引や契約書に関する法的助言、
その他業務において発生する諸問題に関する法的助言及び示談交渉・訴訟事件等の代理

企業法務全般

解雇・懲戒処分・未払賃金支払請求・労災案件・ハラスメント案件等における使用者の対応に関する法的助言、
これらの案件に関する示談交渉・訴訟・労働審判・不当労働行為救済申立・団体交渉事件等の代理

労働関係

国の訴訟事件の代理、地方公共団体からの各種相談に対する法的助言及び訴訟事件等の代理

行政関係

医事紛争の示談交渉・訴訟事件等の代理、医療機関の運営に関する法的助言

医療関係

不動産取引及びその仲介取引、賃貸借契約における建物明渡・賃料増額請求等、土地の所有権や境界・相隣関係、
建設工事（建築・土木）等に関する法的助言及び示談交渉・訴訟事件等の代理

不動産関係

その他一般民事・家事事件



２０２５年 「企業における人権研修」（企業）
  「パワーハラスメントについて」（企業）
２０２４年 「アクティビストへの対応」（企業）
    「業務委託・派遣契約の留意点」（企業）
  「労災・安全配慮義務について」（企業）
  「賃貸借契約の判決事例と契約上のリスク対応」（企業）
２０２３年 「コンプライアンス・リスク管理」（企業）
    「公益通報者保護法について」（企業）
  「パワーハラスメントについて」（企業）
  「独禁法・下請法について」（企業）
２０２２年 「パワーハラスメントについて」（企業）
    「社会環境とコンプライアンス」（企業）
  「パワーハラスメントについて」（公益財団法人）
  「ＬＧＢＴ・障害者に関するコンプライアンス」（企業）
２０２１年 「悪意のないハラスメントの対処法」（企業）
    「労務問題をめぐる直近の裁判事例を受けた企業サイドの影響　と対策」（企業）
  「コンプライアンス遵守の一環としての下請負人の保護」（一般社団法人）
２０２０年 「コンプライアンス・企業不祥事」（企業）
 　   「贈収賄について」（企業）
　  「パワハラについて」（企業）
２０１９年 「独占禁止法・下請法」（企業）
   「特許・知財戦略」（企業）
　  「セクハラ・パワハラについて」（企業）
　  「労務管理の基礎」（企業）
    「賃貸借契約の実務」（企業）
　  「セクハラ・パワハラについて」（企業）
２０１８年 「セクハラ・パワハラについて」（企業）
　  「子会社管理の留意点」（企業）
  「海外グループ会社のコンプライアンス」（企業）
２０１７年 「セクハラ・パワハラについて」（企業）
　  「製品の欠陥と損害賠償」（企業）
  「インサイダー取引規制について」（企業）
　  「民法概説～契約」（企業）
　  「営業秘密について」（企業）
２０１５年 「ＣＳＲ・コンプライアンス」（企業）
　  「身近な法律問題」（企業）
２０１４年 「コンプライアンスについて」（企業）
  「契約書作成の実務」（企業）
　  「セクハラ・パワハラについて」（企業）
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主な講演・セミナー等


